
私は、弁護士名簿に登録されたく、弁護士法第９条及び日本弁護士連合会会則第19条の規定により
必要書類を添付して請求します。

ふ り が な
年 月 日生 男・女

氏 名

本 籍
（国 籍） （外国籍者のみ）

事 務 所

（〒 ` ）

（マンション・ビル名）

（事務所名）

電 話 （ ） ＦＡＸ （ ）

住 所

（〒 ` ）

（マンション・ビル名）

電 話 （ ） ＦＡＸ （ ）

入 会 希 望
弁 護 士 会 弁護士会

（日弁連使用欄）

弁 護 士 と
な る 資 格

１．法４条 ２．法５条１号 ３．法５条２号 ４．法５条３号 ５．法５
条４号 ６．法６条 ７．旧法５条 ８．旧法６条１項２号（平成16年改正
法附則３条１項） ９．旧法６条１項２号（平成16年改正法附則３条２項）
10．沖縄特別措置法 11．従前の資格

備 考

第６号書式（第７条関係）

職務上の氏名の届出書・使用許可申請書
年 月 日

日本弁護士連合会会長 殿

î下記職務上の氏名を（ 使用したく・廃止したく ）届け出ます。
î下記職務上の氏名を使用したく許可願います。
（Bを付す）

登 録 番 号 所属会 弁護士会

氏 名
氏 名 印

ふ り が な

職 務 上 の 氏 名
氏 名

ふ り が な

該 当 事 由
（〇を付す）

届出

規則（※１）第２条第１号 変更前の氏名

同 第２号 外国人住民に係る住民票に記載さ
れている通称名

同 第３号 常用漢字に置き換えた氏名

同 第４号 外国人住民に係る住民票に記載さ
れていた氏名

規程（※２）第４条 廃止

許可申請 規則（※１）第３条 使用する必要性及び合理性のある
氏名

会員名簿、機関雑誌及びインターネット上に開設した
本会のホームページにおいて戸籍上の氏名の併記を希
望する

（希望する場合は〇を付す）

必要性及び合理性（許可申請の場合）又は理由（廃止
の場合）

※１ 職務上の氏名に関する規則 ※２ 職務上の氏名に関する規程

職務上の氏名に関する規則第４条により資料を添付のとおり提出します（廃止の場合を除く）。

附 則

別 紙 第 一 号 { 書 式 、 別 紙 第 一 号 | 書 式 、 別 紙 第 一 号 } 書 式 及 び 別 紙 第 六 号 書 式 の 改 正 規 定 は 、 平 成

二 十 四 年 七 月 九 日 か ら 施 行 す る 。

平
成

™
›
年

�
月

˜
Ÿ
日
水
曜
日

(
号
外
第

˜
œ
œ
号
)

官
報

添付書類
１ 履歴書及び写真（無帽・無背景 ４‹×３‹）
２ 戸籍謄本（外国籍の者については、外国人住民に係る住民票の写し）、戸籍抄本又は氏名、本
籍及び生年月日の記載を証明する戸籍記載事項証明書のうちいずれか１通
３ 弁護士法第７条各号のいずれにも該当しない旨の証明書
４ 弁護士法第12条第１項各号及び第２項に掲げる事項に関する書面
５ 判事補及び検事の弁護士職務経験に関する法律の規定により弁護士となってその職務を行う予
定の者である旨の書面
６ ［登録日に提出］判事補及び検事の弁護士職務経験に関する法律の規定により弁護士となって
その職務を行う者である旨の書面

職務上の氏名を使用しようとする者は、職務上の氏名の届出書・使用許可申請書（第６号書式）
を併せて提出する。

外 国 法 事 務 弁 護 士 名 簿 登 録 等 取 扱 規 則 （ 規 則 第 四 十 二 号 ） 中 一 部 改 正 公 告

外 国 法 事 務 弁 護 士 名 簿 登 録 等 取 扱 規 則 （ 規 則 第 四 十 二 号 ） の 一 部 を 左 の 通 り 改 正 し た の で 公 告 す る 。

平 成 二 十 四 年 六 月 十 五 日 日 本 弁 護 士 連 合 会

外 国 法 事 務 弁 護 士 名 簿 登 録 等 取 扱 規 則 （ 規 則 第 四 十 二 号 ） 中 一 部 改 正

外 国 法 事 務 弁 護 士 名 簿 登 録 等 取 扱 規 則 （ 規 則 第 四 十 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。
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